
吉田町感震ブレーカー等設置推進事業補助金交付要綱  

 

（趣旨）  

第１条  町長は、地震による住宅の出火及び延焼を居住者自らが防止

し、被害の減少及び地域の防災力向上を図るため、感震ブレーカー等

の設置をする者に対し予算の範囲内において補助金を交付するもの

とし、その交付に関しては、吉田町補助金交付規則（昭和５４年吉田

町規則第８号）及びこの要綱に定めるところによる。  

（定義）  

第２条  この要綱において「感震ブレーカー等」とは、一般社団法人日

本配線システム工業会が定める規格の感震機能付住宅用分電盤（Ｊ

ＷＤＳ０００７付２）の構造及び機能を有するものをいう。   

（補助の対象者）  

第３条  補助金の交付の対象者は、次の各号のいずれかに該当する者

とする。  

⑴  吉田町内に住宅を所有し、又は居住している個人で、当該住宅に

感震ブレーカー等を設置しようとする者（ただし、賃貸目的の住宅

への設置については、当該住宅の居住者に限る。）  

⑵  吉田町内で自らが居住するための戸建住宅を新築する個人で、

当該住宅に感震ブレーカー等を設置しようとする者  

（補助の対象及び補助額）  

第４条  補助の対象は、感震ブレーカー等の設置に要する経費のうち、

感震ブレーカー等の購入及び設置工事に要する経費とする。  

２  前条第１号に規定する者に対する補助額は、補助対象経費の３分

の２以内の額（１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨

てた額）で、５万円を上限とする。  

３  前条第２号に規定する者に対する補助額は、１万円とする。  

（補助回数の制限）  

第５条  この要綱により補助金の交付を受けることができる回数は、

１住宅につき１回限りとする。  

（補助金の交付申請）  

第６条  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、補助事業の着工前に、次に掲げる書類を添えて吉田町感震ブレー

カー等設置推進事業補助金交付申請書（様式第１号）を町長に提出し

なければならない。  



 ⑴  感震ブレーカー等を設置する工事に要する経費の見積書の写し

（第３条第２号に規定する者を除く。）  

⑵  前号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類  

（交付の決定）  

第７条  町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審

査し、吉田町感震ブレーカー等設置推進事業補助金交付（不交付）決

定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。  

（交付の条件）  

第８条  次に掲げる事項は、交付の決定をする際の条件となるものと

する。  

 ⑴  次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ町

長の承認を受けること。  

ア  補助金を増額しようとする場合  

イ  補助事業を中止しようとする場合  

⑵  補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行

が困難になった場合においては、速やかに町長の指示を受けるこ

と。  

（変更等の承認申請）  

第９条  第７条の規定により、補助金の交付の決定を受けた申請者（以

下「交付決定者」という。）は、補助事業を変更し、又は中止しよう

とするときは、あらかじめ吉田町感震ブレーカー等設置推進事業補

助金計画変更（中止）承認申請書（様式第３号）に見積書の写しその

他補助対象経費の内容が確認できる書類を添えて、町長に提出しな

ければならない。  

（変更等の承認決定）  

第１０条  町長は、前条の規定により変更又は中止の承認申請があっ

た場合は、その内容を審査し、吉田町感震ブレーカー等設置推進事業

計画変更（中止）承認通知書（様式第４号）により通知するものとす

る。  

（実績報告）  

第１１条  交付決定者は、補助事業が完了したときは、補助事業を完了

した日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付決定のあ

った日の属する年度の２月末日のいずれか早い日までに、次に掲げ

る書類を添えて吉田町感震ブレーカー等設置推進事業完了報告書

（様式第５号）を町長に提出しなければならない。  



⑴  補助事業の着工前及び完了後の状況が確認できるもの（第３条

第２号に規定する者にあっては、完了後の状況が確認できるもの） 

⑵  領収書の写し（第３条第２号に規定する者を除く。）  

⑶  設置を証明するもの（第３条第２号に規定する者に限る。）  

⑷  その他町長が必要と認めるもの  

（補助金の確定）  

第１２条  町長は、前条の報告を受けた場合は、その内容を審査し、交

付すべき補助金の額を確定し、吉田町感震ブレーカー等設置推進事

業補助金交付確定通知書（様式第６号）により交付決定者に通知する

ものとする。  

（補助金の請求）  

第１３条  交付決定者は、補助金を請求するときは、前条の確定通知を

受理した日から起算して１０日を経過した日までに、吉田町感震ブ

レーカー等設置推進事業補助金請求書（様式第７号）を町長に提出し

なければならない。  

 （決定の取消し）  

第１４条  町長は、交付決定者が偽りその他不正な手段により補助金

の交付を受けた者であるときは、補助金の交付の決定又は一部を取

り消すことができる。  

 （補助金の返還）  

第１５条  町長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消し

た場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付さ

れているときは、その返還を命ずるものとする。  

（その他）  

第１６条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定

める。  

附  則  

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。  

 


